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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期
第３四半期
連結累計期間

第34期
第３四半期
連結累計期間

第33期
第３四半期
連結会計期間

第34期
第３四半期
連結会計期間

第33期

会計期間

自　平成20年
９月１日

至　平成21年
５月31日

自　平成21年
９月１日

至　平成22年
５月31日

自　平成21年
３月１日

至　平成21年
５月31日

自　平成22年
３月１日

至　平成22年
５月31日

自　平成20年
９月１日

至　平成21年
８月31日

売上高 （千円） 6,068,3035,489,4802,065,1151,730,3427,822,984

経常利益 （千円） 620,929474,186308,015218,721630,647

四半期（当期）純利益 （千円） 332,903237,990163,298125,119303,473

純資産額 （千円） － － 3,870,5654,019,6723,842,170

総資産額 （千円） － － 5,184,0704,822,8804,944,070

１株当たり純資産額 （円） － － 64,757.9167,250.2264,265.11

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 5,574.413,985.112,734.402,095.115,081.60

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 74.6 83.3 77.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 173,607447,914 － － 343,120

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △587,500△226,692 － － △617,673

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △211,997△245,678 － － △259,663

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 1,009,6221,078,6091,102,772

従業員数 （人） － － 314 306 298

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

　　　　　　しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 306 （87）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載

　しております。

　　

（２）提出会社の状況 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 257 （86）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載して

　おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績　

当第３四半期連結会計期間の生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品目別
当第３四半期連結会計期間　
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

前年同四半期比（％）

 スーツ （千円） 97,201 84.7

合　計 （千円） 97,201 84.7

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　
（２）商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品目別
当第３四半期連結会計期間　
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

前年同四半期比（％）

 スーツ （千円） 225,921 73.4

シャツ・ネクタイ （千円）　 105,557 63.1

その他 （千円）　 111,498 98.8

合　計 （千円） 442,977 75.3

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　
（３）材料仕入実績

当第３四半期連結会計期間の材料仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品目別
当第３四半期連結会計期間　
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

前年同四半期比（％）

 スーツ生地 （千円） 6,452 307.1

シャツ生地 （千円）　 － －

付属品 （千円）　 9,427 110.4

合　計 （千円） 15,879 149.2

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　

（４）受注状況

該当事項はありません。
　

（５）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品目別
当第３四半期連結会計期間　
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

前年同四半期比（％）

 スーツ （千円） 969,643 78.3

シャツ・ネクタイ （千円）　 389,215 84.4

その他（修理代収入含む） （千円）　 371,483 101.6

合　計 （千円） 1,730,342 83.8

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．ほとんどは当社直営店で個人顧客向けに販売しており、特筆すべき主要な販売先はありません。

３．上記販売実績のうち、スーツのプレタポルテ及びオーダースーツ別の当第３四半期連結会計期間に

おける売上高は次のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

前年同四半期比（％）

プレタポルテ　　　　　　　　（千円） 743,788 77.8

オーダースーツ（メンズ）　　（千円） 183,281 83.4

オーダースーツ（レディース）（千円） 42,573 68.1

合　計　　　　　　　　　　　（千円） 969,643 78.3
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成22年７月15日）において当社グループが判断した

ものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外輸出拡大等により企業収益に改善の兆しが見られたもの

の、雇用面や所得面については目立った改善はみられず、個人消費については依然として厳しい状況が継続してお

ります。また、紳士服市場におきましては、団塊世代のリタイア等によりスーツ着用人口が全体的に減少している

中で、消費マインドの萎縮や企業間の価格競争の激化等により、厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中で、当社グループは、「笑顔」、「感謝」、「清掃・整頓」を行動理念に掲げ、顧客満足の最大

化を目指して、以下のとおり取り組んでまいりました。

　生産面では、「インヘイル・エクスヘイル」及び「シーラブズスーツ」ブランドの既製スーツにつきましては、

国内の直営工場である株式会社オンリーファクトリーによる中国の生産委託先に対する技術指導等によって、製

品品質の向上に努めてまいりました。また、「テーラーメイド by KOICHI NAKANISHI」ブランドのオーダースーツ

につきましては、同社の持つ独自の技術と、工場と店舗を直結した合理的な生産システムを活かし、お客様の声や

ニーズにお応えした製品の生産と効率化を図りました。

　商品面では平成21年10月にスタートした新しいレディススーツ「シーラブズスーツ」の展開を進めました。お求

めやすく、おしゃれでこだわりのあるスーツで、また洗濯機で「洗えるスーツ」という機能面での特長をもつ商品

を中心に展開しています。　

　販売店舗においては、主力の「ザ・スーパースーツストア」を１店舗出店し48店舗に、リーズナブルな価格でお

値打ち物のスーツを提供する「スーツ・アンド・スーツ」は１店舗出店し11店舗に、新しいレディススーツ専門

店の「シーラブズスーツ」を４店舗出店して８店舗に、オーダースーツを主力とする「インヘイル・エクスヘイ

ル」は２店舗、イタリア直輸入の高級ブランドを取り扱う「タイ・ユア・タイ」は１店舗で、合計70店舗となりま

した（第２四半期末は64店舗）。

　  

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高が17億30百万円（前年同期比16.2％減）、営業利益が

2億16百万円（前年同期比29.6％減）、経常利益が2億18百万円（前年同期比29.0％減）、四半期純利益は1億25百

万円（前年同期比23.4％減）となりました。

　  

（２）キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、第２四半期連結会

計期間末に比して1億67百万円減少（前年同期は21百万円の減少）し、10億78百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は19百万円（前年同期比85.7％減）となりました。これは主に、税金等調整前四半

期純利益2億18百万円の計上や減価償却費64百万円、売上債権の減少78百万円等の収入要因によるものであります

が、仕入債務の減少1億87百万円や法人税等の支払79百万円等の支出要因により、一部相殺されております。

　　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は61百万円（前年同期比46.3％減）となりました。これは主に新規出店に伴う有形

固定資産の取得が47百万円となったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1億25百万円（前年同期比206.1％増）となりました。これは主に長期借入金の返

済による支出1億25百万円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

（２） 設備の新設、除却等の計画　

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設につ

いて完了したものは、次のとおりであります。

事業所名（所在地） 設備の内容 完了年月

シーラブズスーツ　シャレオ広島店 （広島市中区） 販売設備 22年３月

シーラブズスーツ　マルイファミリー海老名店 （神奈川県海老名市） 販売設備 22年３月

シーラブズスーツ　マルイシティ池袋店 （東京都豊島区） 販売設備 22年３月

シーラブズスーツ　クリスタ長堀店 （大阪市中央区） 販売設備 22年３月

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了予定

ザ・スーパースーツストア　

アリオ北砂店

（東京都江東区）

販売設備　 29,30421,657自己資金　 22年５月 22年６月

（注）投資予定金額には、消費税等は含んでおりません。　

　

　なお、当第３四半期連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000

計 120,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成22年５月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年７月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,720 59,720

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マー

ケット-「ヘラクレス」） 

単元株式制度は

採用しておりま

せん。 

計 59,720 59,720 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　平成18年４月24日取締役会決議　

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 435

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　   　　　　　　1,740（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）  　　　　　　　　　　　　136,250（注１）

新株予約権の行使期間
 自　平成19年11月26日

 至　平成22年11月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価額及び資本組入額（円）

発行価額　　136,250（注１）

資本組入額   68,125（注１）

新株予約権の行使の条件 　　　　　　 (注２)　　　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項 　　　　　　 (注３)

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　 －

（注）１．平成18年７月24日開催の取締役会決議により、平成18年９月１日付で１株を４株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及

び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。

２．①対象者は、新株予約権の行使時においても、当社ならびに当社子会社の取締役、監査役、従業員または

これに準じる地位を保有していることを要します。

②(i) ①にかかわらず、対象者が新株予約権の行使期間の開始前に死亡した場合、新株予約権の行使期

間開始後１年を経過する日までの期間に限り、対象者の相続人は、未行使の新株予約権を行使す

ることができます。

(ii)また①にかかわらず、対象者が新株予約権の行使期間の開始後に死亡した場合、対象者死亡後１

年を経する過する日までの期間に限り、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権

を行使することができます。

③対象者に法令、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合または対象者が当社と競合

関係にある会社の取締役、監査役、使用人、嘱託、顧問またはコンサルタントとなった場合等、新株予約

権の発行の目的上対象者に新株予約権を行使させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、

新株予約権を行使することができないものとします。

④③の条件は、その性質に反しない限り対象者の相続人に対しても適用されます。

⑤その他の条件については、株主総会及び新株予約権発行にかかる取締役会の決議に基づき、当社と対

象者との間で締結した新株予約権の割当に関する契約に定めるところによります。

３．①新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

②新株予約権の譲渡に関し、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権の割当に関する契約に別
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途の規定がある場合には、当該規定の定めるところによります。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年３月１日～

平成22年５月31日
- 59,720 - 1,079,850 -　 1,186,500

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の

基準日（平成22年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成22年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  59,720 59,720 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 59,720 － －

総株主の議決権 － 59,720 －
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②【自己株式等】

 平成22年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
９月

10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 48,90047,90045,90040,65040,45039,90042,80047,60044,950

最低（円） 45,20043,65037,50038,00039,40039,00038,50041,10039,500

　　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から

平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,078,609 1,102,772

受取手形及び売掛金 365,572 361,842

商品及び製品 978,971 1,032,460

仕掛品 3,751 5,606

原材料及び貯蔵品 144,993 175,153

繰延税金資産 41,762 57,826

その他 85,102 142,981

流動資産合計 2,698,763 2,878,644

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,116,710 1,021,203

減価償却累計額 △406,241 △326,649

建物及び構築物（純額） 710,468 694,554

工具、器具及び備品 322,476 261,736

減価償却累計額 △198,322 △141,014

工具、器具及び備品（純額） 124,154 120,722

土地 152,955 152,955

建設仮勘定 21,657 －

有形固定資産合計 1,009,235 968,231

無形固定資産 41,747 34,199

投資その他の資産

繰延税金資産 74,186 72,209

差入保証金 878,189 874,376

その他 121,191 116,841

貸倒引当金 △433 △433

投資その他の資産合計 1,073,133 1,062,994

固定資産合計 2,124,116 2,065,425

資産合計 4,822,880 4,944,070
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 79,278 192,919

1年内返済予定の長期借入金 81,764 132,068

未払法人税等 114,859 76,343

ポイント引当金 19,959 42,650

賞与引当金 21,370 －

その他 293,668 334,555

流動負債合計 610,900 778,536

固定負債

長期借入金 9,620 145,540

退職給付引当金 43,359 39,068

長期未払金 139,326 138,754

固定負債合計 192,306 323,363

負債合計 803,207 1,101,899

純資産の部

株主資本

資本金 1,079,850 1,079,850

資本剰余金 1,186,500 1,186,500

利益剰余金 1,749,833 1,571,562

株主資本合計 4,016,183 3,837,912

少数株主持分 3,489 4,258

純資産合計 4,019,672 3,842,170

負債純資産合計 4,822,880 4,944,070
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 6,068,303 5,489,480

売上原価 2,255,716 2,159,130

売上総利益 3,812,586 3,330,350

販売費及び一般管理費 ※
 3,189,877

※
 2,860,431

営業利益 622,709 469,919

営業外収益

受取利息 86 40

為替差益 906 3,094

雑収入 5,002 4,621

営業外収益合計 5,995 7,757

営業外費用

支払利息 5,434 2,779

雑損失 2,340 710

営業外費用合計 7,775 3,490

経常利益 620,929 474,186

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 1,844 －

特別利益合計 1,844 －

特別損失

固定資産除却損 23,772 19,918

店舗閉鎖損失 11,653 12,069

リース解約損 5,211 3,557

特別損失合計 40,636 35,545

税金等調整前四半期純利益 582,137 438,640

法人税、住民税及び事業税 225,951 187,330

法人税等調整額 20,059 14,087

法人税等合計 246,010 201,418

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,223 △768

四半期純利益 332,903 237,990
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 2,065,115 1,730,342

売上原価 709,597 573,506

売上総利益 1,355,517 1,156,836

販売費及び一般管理費 ※
 1,047,562

※
 940,098

営業利益 307,955 216,737

営業外収益

受取利息 0 －

為替差益 227 1,167

雑収入 1,353 2,105

営業外収益合計 1,580 3,272

営業外費用

支払利息 1,511 602

雑損失 9 686

営業外費用合計 1,521 1,289

経常利益 308,015 218,721

特別損失

固定資産除却損 10,140 －

店舗閉鎖損失 3,838 －

リース解約損 102 －

特別損失合計 14,080 －

税金等調整前四半期純利益 293,934 218,721

法人税、住民税及び事業税 119,571 86,347

法人税等調整額 10,661 7,304

法人税等合計 130,232 93,652

少数株主利益又は少数株主損失（△） 403 △50

四半期純利益 163,298 125,119
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 582,137 438,640

減価償却費 164,989 186,900

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,878 21,370

ポイント引当金の増減額（△は減少） △15,517 △22,691

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,957 4,290

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △136,556 －

受取利息 △86 △40

支払利息 5,434 2,779

為替差損益（△は益） 830 △293

固定資産除却損 23,772 19,918

店舗閉鎖損失 11,653 12,069

売上債権の増減額（△は増加） △156,984 △3,729

たな卸資産の増減額（△は増加） △60,265 85,504

仕入債務の増減額（△は減少） 143,666 △113,640

前受金の増減額（△は減少） △84,080 △43,715

長期未払金の増減額（△は減少） 138,754 572

その他 △61,057 △7,417

小計 578,527 580,518

利息の受取額 86 34

利息の支払額 △5,324 △2,574

法人税等の支払額 △399,681 △173,701

法人税等の還付額 － 43,638

営業活動によるキャッシュ・フロー 173,607 447,914

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △440,085 △187,244

長期前払費用の取得による支出 △96,206 △19,491

差入保証金の差入による支出 △50,145 △48,650

差入保証金の回収による収入 17,018 54,718

その他 △18,081 △26,024

投資活動によるキャッシュ・フロー △587,500 △226,692

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △122,751 △186,224

配当金の支払額 △89,246 △59,454

財務活動によるキャッシュ・フロー △211,997 △245,678

現金及び現金同等物に係る換算差額 △830 293

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △626,719 △24,163

現金及び現金同等物の期首残高 1,636,341 1,102,772

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,009,622

※
 1,078,609
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

 

【追加情報】

（賞与引当金） 

前連結会計年度末においては、従業員賞与の確定金額を未払金として計上しておりましたが、当第３四半期連結

会計期間末は支給額が確定していないため、支給見込額を賞与引当金として計上しております。

なお、前連結会計年度末においては支給確定額31,369千円を流動負債（その他）に含めて計上しております。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

役員報酬 69,566千円 

給与・賞与    714,351千円 

賞与引当金繰入額 14,648千円 

退職給付費用 8,975千円 

役員退職慰労引当金繰入額 10,605千円 

地代家賃 1,105,856千円 

リース料 101,627千円 

減価償却費 162,873千円 

 

役員報酬 59,970千円 

給与・賞与 687,103千円 

賞与引当金繰入額  15,430千円 

退職給付費用  11,085千円 

地代家賃 1,027,053千円 

リース料 72,202千円 

減価償却費 184,287千円 

 

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

役員報酬 21,885千円 

給与・賞与  228,526千円 

賞与引当金繰入額 14,648千円 

退職給付費用 3,485千円 

地代家賃 375,530千円 

リース料   30,629千円 

減価償却費 63,102千円 

 

役員報酬 20,428千円 

給与・賞与  225,257千円 

賞与引当金繰入額 15,430千円 

退職給付費用 5,135千円 

地代家賃 340,010千円 

リース料   21,600千円 

減価償却費 63,447千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成21年５月31日現在）

現金及び預金勘定　　　  1,009,622千円

現金及び現金同等物 1,009,622千円

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成22年５月31日現在）

現金及び預金勘定　　　 1,078,609千円

現金及び現金同等物 1,078,609千円

 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　

平成22年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　59,720株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当なし

 

３．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類　
配当金の総額　
（千円）　

１株当たり　
配当額　

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月26日

　定時株主総会
普通株式　　 59,720 1,000

平成21年８月31日

　

平成21年11月27日

　
利益剰余金　　　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日　至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日　至平成22年５月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日　至平成21

年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日　至平成22年５月31日）

当社グループは、同一セグメントに属する紳士服及び関連商品の製造・販売事業を行っており、当該セグメ

ント以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日　至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日　至平成22年５月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日　至平成21

年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日　至平成22年５月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日　至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日　至平成22年５月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日　至平成21

年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日　至平成22年５月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年８月31日）

１株当たり純資産額 67,250.22円 １株当たり純資産額 64,265.11円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5,574.41円 １株当たり四半期純利益金額 3,985.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 332,903 237,990

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 332,903 237,990

期中平均株式数（株） 59,720 59,720

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2,734.40円 １株当たり四半期純利益金額 2,095.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 163,298 125,119

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 163,298 125,119

期中平均株式数（株） 59,720 59,720

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月10日

株式会社オンリー

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西　育良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西村　猛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オンリーの

平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年

５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オンリー及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書　　

　提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月８日

株式会社オンリー

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西　育良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　雅芳　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オンリーの

平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年

５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オンリー及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書　　

　提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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